
1 ★ 地方財源の充実・強化 総務部
財政課
税務課

2
中山間地域の維持・再生に向けた支援制
度の創設

中山間対策
・運輸担当理事

中山間地域対
策課

3
国有林におけるニホンジカ捕獲対策の強
化

中山間対策
・運輸担当理事

鳥獣対策課

4 ○
ニホンジカ等の捕獲目標達成のための施
策の強化

中山間対策
・運輸担当理事

鳥獣対策課

5 ○ ★
超高速ブロードバンド基盤整備への支援
策の拡充

文化生活部 情報政策課

6 ★
地方における医師の確保と若手医師の育
成

健康政策部
医師確保・育成
支援課

7 ○
訪問サービスが不採算な地域における在
宅医療の推進

健康政策部 医療政策課

8
中山間地域における在宅介護サービスの
強化

地域福祉部 高齢者福祉課

9
中山間地域における障害福祉サービスの
充実

地域福祉部
障害保健福祉
課

10 ○ ★
地域支援事業の見直し等に対応するため
の人材確保対策等の強化

地域福祉部
地域福祉政策
課

11 ○ ★
小規模多機能支援拠点の持続的運営に
よる地域活性化

地域福祉部
地域福祉政策
課

12 ○ ★
中山間地域における攻めの農業への展開
（中山間農業複合経営モデル拠点の整
備）

農業振興部 農業政策課

13 ★
革新的な技術の実用化と早期普及のため
の支援策の拡充

農業振興部
環境農業推進課
産地・流通支援課

14 ○ ★
農村地域における南海トラフ地震対策の
推進

農業振興部
農業基盤課
産地・流通支援課

15 ○ 果樹経営支援対策事業の継続 農業振興部
産地・流通支援
課

16
地域の実情に即した次期中山間地域等直
接支払制度の見直し

農業振興部
地域農業推進
課

17 ○
日本型直接支払制度（多面的機能支払交
付金）の弾力的な運用

農業振興部 農業基盤課

18 ○
中山間地域の農業を支える集落営農組織
への支援

農業振興部
地域農業推進
課

19 ★
森林吸収源対策等を推進するための税財
源の確保

林業振興・環境部 林業環境政策課

20 ★
国産材の飛躍的な需要拡大を図るＣＬＴの
推進

林業振興・環境部 木材利用推進課

21 ★
持続可能な漁業・漁村づくりのための支援
の維持及び充実強化

水産振興部 水産政策課

22 教育の振興
教育課題を解決するための教員加配の重
点化による支援について

教育委員会 小中学校課
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提言の具体的内容

1 ★ 地方財源の充実・強化

①地域の防災・減災対策や地域経済の活性化等
に係る財政需要に対応するための地方の一般財
源の確保

②法定率の見直しを含めた地方交付税総額の持
続的な確保や税源の偏在性が少なく税収が安定
的な地方税体系の構築

総務部
財政課
税務課

伊藤忠彦　総務大臣政
務官

総務省

○「経済財政運営と改革の基本方針2014」及び「中期財政計画」で示された方
針を踏まえ、交付団体を始め地方の安定的な財政運営に必要となる地方の一
般財源総額について、平成26年度地方財政計画の水準を下回らないよう実質
的に同水準を確保
○地方交付税については、16.0兆円（△0.8兆円）を要求し、地方の安定的な財
政運営に必要となる
○極めて厳しい地方財政の現状を踏まえ、地方交付税の本来の役割である財
源調整機能と財源保障機能が適切に発揮されるようにすることや、地方の創生
と人口減少の克服に必要な財源を安定的に確保する必要があることから、交付
税率の引上げを事項要求
○地方法人課税について、税源の偏在性が小さく、税収が安定的な地方税体
系を構築する観点等から、外形標準課税の拡充や地域間の税源の偏在是正を
進めるとともに、車体課税の見直しやふるさと納税の拡充等を進め、地方税を充
実確保

①
②

・中山間地域対策をはじめ、地方を取り
巻く諸問題に対応していくためには、地方
の一般財源の総額確保が必要であり、
地方財政計画の歳出特別枠や地方交付
税の特別加算の維持については、引き
続きしっかりと国に対して働きかける必要
がある。

地財対策の状況を引き続き注視

2
中山間地域の維持・再生に向け
た支援制度の創設

①中山間地域の集落の維持・再生に向けて、地
域住民が主体となり、地域ごとの課題に応じて取
り組む総合的な仕組みづくりや活動拠点の整備
等を支援する制度の創設

中山間対策・
運輸担当理事
所管

中山間地域対策
課

総務省
農林水産省
国土交通省

○過疎地域等自立活性化推進交付金（◆総務省）
　　1,400百万円（Ｈ26：930百万円）【継続】
  　 　過疎地域等自立活性化推進事業等 400百万円
　　　 過疎地域等集落ネットワーク圏形成支援事業　1,000百万円
○農村集落活性化支援事業（◆農林水産省）
　　1,000百万円【新規】
　　地域住民が主体となった地域の将来ビジョンづくりや、集落営農組織等を活
用した集落間の　ネットワーク化により、地域の維持・活性化を図る取組を支援
○都市農村共生・対流総合対策交付金（◆農林水産省）
　  2,600百万円（Ｈ26：2,100百万円）【継続】
　　子どもの農山漁村宿泊体験や福祉農園の開設、空き家・廃校を活用した交
流、観光需要の　開拓等を関係省庁と連携して支援
○「小さな拠点」を核とした「ふるさと集落生活圏」の形成推進（◆国土交通省）
     451百万円（H26：385百万円）【継続】
　

①
国の予算編成を注視しながら、必要に応
じて要望等を行う。

○新たな公による地域ビジネス創造支援
体制の構築推進（◆国土交通省）60百万
円（H26：45百万円)・・・地域の発意を活
かし、魅力ある地域づくりを進めることで
地方部の活性化を図るため、新たな公に
よる持続的な地域づくり活動を推進する。
○山村振興交付金（◆農林水産省）
1,500百万円【新規】・・・山村の雇用・所
得の創出に向け、薪炭・山菜など未利用
資源の活用、山村景観などを活かした地
域の魅力づくり等の取組を支援

3
国有林におけるニホンジカ捕獲
対策の強化

①山岳地でのニホンジカによる被害を防止
し、里山への被害拡大を抑止するための国有
林におけるニホンジカの捕獲対策の強化

中山間対策
・運輸担当理
事

鳥獣対策課
林野庁
国有林野部経営企画
課長

①森林鳥獣被害対策技術高度化実証事業（◆林野庁）
　150百万円【継続】
　事業主体：国
　森林における鳥獣被害防止のための新技術導入・実証及び実証に先立
つ調査の実施

① 実績の検証
森林・林業再生基盤づくり交付金
　8,000百万円（Ｈ２６：　2,200百万円）【継
続】

4
ニホンジカ等の捕獲目標達成の
ための施策の強化

①捕獲目標設定の都道府県協議の早期実施
②捕獲目標達成のための施策の強化

中山間対策
・運輸担当理
事

鳥獣対策課

環境省
自然環境局野生生物
課鳥獣保護業務室
（鳥獣保護管理企画
官）

①指定管理鳥獣捕獲等事業費（◆環境省）
　2,000百万円【新規】
　事業主体：都道府県
　補助率：1/2以内
　ニホンジカ及びイノシシの生息頭数を10年後に半減させるため、改正
鳥獣法に基づき、都道府県が行う指定管理鳥獣捕獲等事業費の1/2以内
を交付
・指定管理鳥獣捕獲等事業に係る実施計画策定等事業　200百万円
・指定管理鳥獣捕獲等事業（ニホンジカ・イノシシ捕獲）　1,800百万
円
②鳥獣被害総合対策交付金（◆農林水産省）
　9,840百万円（H26:9,500百万円）【継続】
　事業主体：地域協議会等
　補助率：1/2以内等
　鳥獣被害対策実施隊の増設・体制強化、農林業関係者が一体的に行う
被害防止活動や侵入防止柵の設置、新技術の実証、捕獲技術高度化施設
や処理加工施設の整備等を支援

①

①認定鳥獣捕獲等事業者の育成

②地方の声を生かした交付金の用件の
緩和

5 ★
超高速ブロードバンド基盤整備
への支援策の拡充

超高速ブロードバンド未整備地区を抱える市町村
が、民間事業者による超高速ブロードバンド整備
に対する財政支援を行う場合において、当該市
町村が過疎対策事業債（以下「過疎債」という。）
を充当した場合の交付税措置について、７０％か
ら８０％へ引き上げること。

文化生活部 情報政策課 総務省

国に対する政策提言を予定していたが、
総務省への事前説明を行ったところ、特
定の事業のみに特例的な取扱をすること
は非常に困難であるとの指摘を受けたこ
とから、実施に至らなかった。

6
健康・福祉の
充実

★ 地方における医師の確保と若
手医師の育成

①地域医療を担う医師育成に重点を置く地方の
大学医学部及び大学病院、また地域の教育病院
に対する支援の充実を図ること。
②新専門医制度の実施に当たって、医師不足で
指導体制の構築が困難な医療機関にあっても、
連携により専門医を養成できる制度を設計するこ
と。
③地域医療再生基金の終了後もこれまでの若手
医師の確保・育成の取り組みが継続できる財政
支援をすること。

健康政策部
医師確保・育成支

援課

文部科学省　下村文部
科学大臣

厚生労働省　村木事務
次官

引き続き提言を行う。

◆文部科学省
大学・大学病院及び附属病院における人
材養成機能強化事業　13億円
◆厚生労働省
「地域医療介護総合確保基金」による医
療・介護提供体制改革

今後の課題等

総合的な対策

備考
（特記事項ほか）

平成２７年度政策提言の政府予算（概算要求等）への反映状況一覧 【中山間対策関連】

番号 分類
知事
対応
★

　項目名 部局等名 提言の相手方
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平成2７年度国の施策・予算等の状況
政策提言の
反映状況

課名
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り
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提言の具体的内容
今後の課題等 備考

（特記事項ほか）
番号 分類

知事
対応
★

　項目名 部局等名 提言の相手方
（省庁名・職名等）

平成2７年度国の施策・予算等の状況
政策提言の
反映状況

課名

7
訪問サービスが不採算な地域
における在宅医療の推進

①過疎化の進行や地理的条件等により訪問によ
るサービスが不採算な地域にあっても、必要な訪
問看護需要を満たすことができるよう、以下のよ
うに診療報酬における加算条件の緩和や新たな
加算措置が必要。
・訪問看護ステーションから長時間の移動を要す
る場合の加算条件の緩和
・かかりつけ医療機関やその連携した医療機関
から長時間の移動を要する場合の加算措置の新
設

健康政策部 医療政策課
厚生労働省　医政局
指導課　小野補佐

引き続き提言を行う。

8
中山間地域における在宅介護
サービスの強化

介護報酬の改定に当たって、中山間地域等の条
件不利地域においても、必要とされる在宅介護
サービスを提供することが可能となる介護報酬の
設定とすること。

地域福祉部 高齢者福祉課
厚生労働省老健局老人
保健課長、振興課長
（H26.3.24）

◆厚生労働省
○介護保険制度によるサービスの確保
　2兆8,260億円
地域包括ケアシステムの実現に向け、介護を必要とする高齢者の増加に伴い、
在宅サービス、施設サービス等の増加に必要な経費を確保する。また、介護職
員の処遇改善を含め、介護報酬改定については、予算編成過程で検討する。

・国の予算編成を注視しながら必要に応
じて要望等を行う。

・社会保障審議会介護給付費分科会で
議論中

9
中山間地域における障害福祉
サービスの充実

障害のある人が住み慣れた地域で、ニーズに応
じた必要な障害福祉サービスを利用するために
は、障害福祉サービス事業所が安定した運営に
より継続したサービスが提供できるよう、地域の
実情に応じた報酬の加算制度を創設すること。

地域福祉部 障害保健福祉課
厚生労働省社会・援護
局障害保健福祉部　障
害福祉課長（H26.11.11）

◆厚生労働省
○良質な障害福祉サービス等の確保
　　9,919億円
・障害児・者が地域や住み慣れた場所で暮らすために必要な障害福祉サービス
を総合的に確保する。また、全ての利用者を対象としたサービス等利用計画の
作成及び地域生活への移行が着実に進むよう、相談支援に必要な経費を確保
する。なお、障害福祉従事者の処遇改善を含め、障害福祉サービス報酬改定等
については、予算編成過程で検討する。

・国の予算編成を注視しながら必要に応
じて要望等を行う。

・障害福祉サービス等報酬改定検討チー
ムで議論中

10 ★
地域支援事業の見直し等に対
応するための人材確保対策等
の強化

新たに設置される「地域医療介護総合確保基金」
へ地域支援事業を担う人材の確保・養成のため
の事業を位置付ける。

地域福祉部 地域福祉政策課

①厚生労働省事務次官
（H26.5.19）
②内閣官房まち・ひと・
しごと創生本部設立準
備室室長代理
（H26.8.27）

◆厚生労働省
○「地域医療介護総合確保基金」による医療・介護提供体制改革
・基金の財源を確保し、介護基盤や介護従事者の確保対策等を推進する。

・国の予算編成を注視しながら必要に応
じて要望等を行う。
・集落活動センターとあったかふれあいセ
ンターとの相互の連携の在り方などを含
めて、部局間での協議を進める。

11 ★
小規模多機能支援拠点の持続
的運営による地域活性化

福祉サービスを横断的に提供する小規模多機能
な支援拠点が持続的に運営できる仕組みの導
入。

地域福祉部 地域福祉政策課
内閣官房まち・ひと・しご
と創生本部設立準備室
室長代理（H26.8.27）

◆厚生労働省
○中山間地域など人口減少地域での「多世代・多機能型福祉」の拠点整備
（ハード）　【新規】73億円
①社会的居場所づくり（拠点整備）
子どもから高齢者までが、年齢や障害の有無にかかわらず、１ヶ所に集い交流
できる居場所
づくりを推進する。
②複合型共生施設の整備の全国展開
高齢者・障害者・子どもが共に活用でき、身近な場所で必要な福祉サービス等
が提供される施設の全国展開を図る。
○地域再生に資する共助の基盤づくり事業（ソフト）　　【新規】40億円
地域インフォーマル活動の活性化、新たな地域サービスの創出など、既存制度
を下支えする共助の基盤づくりを推進する。

・国の予算編成を注視しながら必要に応
じて要望等を行う。

12 ★
中山間地域における攻めの農
業への展開（中山間農業複合
経営モデル拠点の整備）

①中山間地域の農業を支える複合経営のモデル
拠点をパッケージで整備できる制度の創設
②補助対象に、モデル拠点を運営する人件費な
どのソフト経費も含めること

農業振興部 農業政策課

H26年4月（知事）
→農林水産大臣・事務
次官
H26年7月（部長）
→農林水産省農村振興
局
※その他、地方創生に関する他の施策と一
体として知事による政策提言を複数回実施

①ハード整備については、農山漁村活性化プロジェクト支援交付金など既存の
事業があることから、概算要求はされていない。
②新規のソフト事業として、「農村集落活性化支援事業」10億円を予算要求。制
度の内容としては、経営アドバイザー支援や商品開発、販売戦略の構築などに
ついては、地域が作成する将来ビジョンに盛り込むことで支援の対象とすること
ができるなど、政策提言の内容が反映されている。また、モデル拠点において活
動する際の人件費も補助対象とされる可能性がある。

①
②

現時点では、農水省の事業として制度設
計を行っているが、まち・ひと・しごと創生
本部による施策の統合の中で整理がさ
れる見込み。国の行政改革推進本部が
行った「秋のレビュー」でも同趣旨の結論
が出されており、今後の動向を見極めて
いく必要がある。

13 ★
革新的な技術の実用化と早期
普及のための支援策の拡充

①経営規模に応じた高軒高ハウス整備の支援制
度の創設
②既存ハウスへ環境制御機器を整備するための
支援制度の創設
③研究機関や実証機関の施設、分析用機器の
整備への支援制度の創設

農業振興部
環境農業推進課
産地・流通支援課

H26年4月（知事）
→農林水産大臣・事務
次官
H26年7月（部長）
→農林水産省生産局

14 ★
農村地域における南海トラフ地
震対策の推進

①南海トラフ地震対策に係る予算の確保
②農村地域防災減災事業における農業用燃料タ
ンク整備のメニュー化

農業振興部
農業基盤課
産地・流通支援課

H26年4月（知事）
→農林水産大臣・事務
次官

①「農村地域防災減災事業」の概算要求額は、H26年度当初予算額27,368千円
を上回る38,315百万円に。
②施設園芸防災プログラムを策定する産地において、プログラムを実践するた
めの資機材（震災対応型油漏れ防止機能付燃油タンク等）の導入を支援し、防
災実証モデルを確立する「施設園芸産地防災実証モデル導入事業」（393百万
円の内数）が新たに予算要求された。

①
②

15 果樹経営支援対策事業の継続

①優良品目・品種への転換、高品質化を加速す
るため、改植及び未収益期間に対する支援を継
続すること
②過日の品質向上等を目的として行う用水・かん
水施設や省力設備の導入のための支援を継続
すること
③対策を実施するために必要な予算措置を講ず
ること

農業振興部 産地・流通支援課
H26年5月（部長）
→農林水産省生産局

「果実等生産出荷安定対策事業」（H27概算要求額56億円、H26当初予算額54.2
億円）の拡充
→拡充内容として、改植及び未収益期間対策の着実な推進や加工流通対策等
の強化が盛り込まれた。

①
③

健康・福祉の
充実
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提言の具体的内容
今後の課題等 備考

（特記事項ほか）
番号 分類

知事
対応
★

　項目名 部局等名 提言の相手方
（省庁名・職名等）

平成2７年度国の施策・予算等の状況
政策提言の
反映状況

課名

16
地域の実情に即した次期中山
間地域等直接支払制度の見直
し

①地域別の基礎単価を設定すること
②新たに「超傾斜地区分」を創設すること
③体制整備活動に「女性の参画を進める」項目を
追加すること

農業振興部 地域農業推進課
H26年5月（部長）
→農林水産省生産局

「中山間地域等直接支払交付金」（H27概算要求額300億円、H26当初予算額
28.5億円）において、
②超急傾斜農地保全管理加算（超急傾斜地（田：1/10以上、畑：20度以上）の
農用地について、その保全や有効活用に取り組む集落を支援）が新たに創設さ
れた。
③集落協定に基づく活動の中に、体制整備のための前向きな取組として「女性・
若者等の参画」が位置付けられた。

②
③

17
日本型直接支払制度（多面的
機能支払交付金）の弾力的な運
用

①シルバー人材センター等の活用を可能とするこ
と
②鳥獣害対策に係る交付金の使途を拡大するこ
と

農業振興部 農業基盤課
H26年5月（部長）
→農林水産省生産局

18
中山間地域の農業を支える集
落営農組織への支援

①新たに法人化を目指す集落営農組織の設立
から自立までの取り組みを支援する新たな支援
策を創設すること 農業振興部 地域農業推進課

H26年5月（部長）
→農林水産省生産局

19 ★
森林吸収減対策等を推進する
ための税財源の確保

①森林吸収源対策に必要な税財源の安定的確
保に向けた具体的な方策を明らかにすること
②「地球温暖化対策のための税」の使途拡大
③森林吸収減対策に要する費用負担を、国民全
体で支える仕組みづくり

林業振興・環
境部

林業環境政策課

農林水産省
　農林水産大臣
　農林水産事務次官
　林野庁長官

平成２７年度農林水産省税制改正要望「第４ 森林・林業施策の推進」に以下の
記載あり。
「１ 森林吸収源対策の財源確保に係る税制措置（ 複数税目）」

平成２７年度環境省税制改正要望「第３税制全体のグリーン化の推進」に以下
の記載あり。
「(自然共生対策)生態系サービスから受益する国民が広く薄く負担する仕組みを
創設し、森林や里地里山等の自然環境の維持・回復を国民的運動として進め、
地方創生を実現する。」

20 ★
国産材の飛躍的な需要拡大を
図るＣＬＴの推進

①ＣＬＴの基準強度及び設計基準の早期制定
②ＣＬＴに関する技術研究のさらなる推進
③ＣＬＴモデル建築物の整備への支援
④ＣＬＴパネル等資材供給体制整備への支援

林業振興・環
境部

木材利用推進課

農林水産省
　農林水産大臣
　農林水産事務次官
　林野庁長官

国土交通省
　国土交通副大臣

石破自由民主党幹事長

平成27年度林野庁概算要求に下記事業を計上
・新たな木材需要創出総合プロジェクト
　31億円（新規）
・森林・林業再生基盤づくり交付金
　50億円（拡充）

②③④

21 ★
持続可能な漁業･漁村づくりの
ための支援の維持及び充実強
化

①漁業用燃油緊急特別対策の恒久化と発動基
準の引き下げ
②漁業補助金の維持
③中西部太平洋におけるかつお・まぐろ類の実
効ある資源管理措置の構築

水産振興部 水産政策課
農林水産大臣
農林水産事務次官

①○漁業経営セーフティネット構築等事業【拡充】　10,000百万円（H26:4,500百
万円）
※特別対策の一年延長を要求。
②※各種の漁業補助金については要求されている
③○包括的な国際資源管理体制構築事業【新規】　445百万円
国際的に厳しく資源管理されているかつお・まぐろ類について、漁獲報告の電子
化等による我が国漁船の漁獲管理、科学データ収集のための体制強化、DNA
検査の強化等による輸入水産物の適正化等を包括的に実施。
国際的資源評価等推進事業【拡充】　1,108百万円（H26:1,115百万円）
かつお・まぐろ・さけ類等の主要な国際漁業資源について、二国間交渉や国際
回避に的確に対応するための資源調査、評価を実施。カツオ不漁対策及び熱
帯域の海洋変動がカツオ、キハダ、メバチに及ぼす影響の調査を拡充。
○広域資源管理強化推進事業【継続】　140百万円（H26:156百万円）
重要な広域資源である太平洋クロマグロ及びベニズワイガニについて漁獲情報
等を収集するための体制整備。

②③
国や国際会議の動向を注視しつつ、本県
漁業者の現状に応じた訴えを引き続き
行っていく

22 教育の振興
教育課題を解決するための教
員加配の重点化による支援

①今後、少人数学級編制（小学校２年以上）が進
められる場合、既存の加配定数を振り替えること
がないこと。
②指導方法工夫改善や少人数学級編制研究、
児童生徒支援等の加配の継続

教育委員会 小中学校課

・文部科学省
（藤原誠大臣官房審議
官、池田貴城初等中等
教育局財政課長、高橋
道和内閣官房教育再生
実行会議担当室長、徳
久治彦総括審議官）

教育再生の実行に向けた教職員指導体制の整備
　【義務教育費国庫負担金】
　要望額　15,258億円（うち、推進枠61億円）（H26:15,404億円）
・きめ細やかな指導体制や教員が授業などに専念できる体制を整備するため、
10年後の学校の姿を見据えた新たな教職員定数改善計画（案）（１０年間）を策
定し、教育の質と数の一体的な強化を進める。その初年度として１年目の2,760
人の定数改善を図る。

・教員加配（本県の加配の継続）につい
ての要請・情報収集を11月に行う。

・結果は例年２月頃通知される。

1次産業の
活性化

3ページ


